
一般会計補正予算（第５号）　　［令和２年９月９日議案提出］

　予算総額

　補正の内容①

境　港　市　　　令 和 ２ 年 度 ９ 月 補 正 予 算

会　計　区　分　等 補　正　額

一般会計補正予算（第５号） ６億３，９０８万円

国民健康保険費特別会計補正予算（第３号） １２０万円

介護保険費特別会計補正予算（第２号） ２，５８７万円

Ａ 補正前の予算額 ２２６億１，６６８万１千円

Ｂ 補正額 ６億３，９０８万 　　円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ２３２億５，５７６万１千円

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

2 1 9
新型コロナウイルス感染症対策
指定避難所環境整備事業

1,503 503 1,000 0

3 1 1
生活困窮者自立支援事業
（住居確保給付金）

1,976 1,482 494

4 1 1 日曜休日応急診療所管理事業 2,000 2,000

4 1 2 新型コロナウイルス感染症対策事業 356 356 0

7 1 2 企業自立支援事業 425,368 425,368 0

7 1 2
新型コロナウイルス感染症対策資金
利子補助金

5,034 2,517 2,517 0

7 1 2
新型コロナウイルス感染症対策
利子補給基金積立金

105,000 105,000 0

10 2 2
小学校修学旅行取消料負担事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

141 141 0

10 2 3
小学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

3,268 1,634 1,634

10 3 2
中学校修学旅行取消料負担事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

463 463 0

10 3 3
中学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

1,382 691 691

546,491 112,787 3,517 0 425,368 4,819

中小企業者等
貸付金元金収入

款 項 目 事    業    名 補正額

①新型コロナウイルス感染症対策分　計
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　補正の内容②

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

2 1 5 夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業 46,539 46,539

2 1 9 防災行政無線システム更新事業 1,100 1,050 50

2 3 1 戸籍事務システム運用事業 9,467 9,467 0

2 3 1
社会保障・税番号システム運用事業
（住基ネット）

3,542 3,542 0

2 3 1 旅券交付窓口端末機更新事業 328 328 0

3 1 3 強度行動障がい者入居等支援事業補助金 3,768 1,884 1,884

3 1 4 地域密着型サービス拠点整備事業補助金 11,756 11,756 0

3 2 1 子育て拠点施設環境整備事業 409 409 0

3 2 1 子育て支援センターパソコン更新事業 809 809

3 2 2 公立保育所パソコン更新事業 3,187 1,245 1,942

6 1 3 就農応援交付金 1,000 666 334

10 2 2 小学校図書整備事業 300 300 0

10 3 2 中学校部活動用品整備事業 150 150 0

10 6 2 体育施設管理費 3,785 3,785

10 6 2 市民体育館トイレ配管改修事業 6,449 6,449

92,589 26,010 2,878 0 1,909 61,792

639,080 138,797 6,395 0 427,277 66,611

繰越金

款 項 目 事    業    名 補正額

防災行政無線
戸別受信機貸与料

児童福祉事業
指定寄附金

 小学校教育振興事業

指定寄附金

 中学校教育振興事業

指定寄附金

②新型コロナウイルス感染症対策以外分　計

計（①＋②）
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国民健康保険費特別会計補正予算（第３号）　　［令和２年９月９日議案提出］

　予算総額

　補正の内容

介護保険費特別会計補正予算（第２号）　　［令和２年９月９日議案提出］

　予算総額

　補正の内容

Ａ 補正前の予算額 ３７億５，６０８万４千円

Ｂ 補正額 ２，５８７万　　 円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ３７億８，１９５万４千円

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

5 1 2 国県負担金補助金等返還金 25,870 25,870

25,870 0 0 0 0 25,870計

繰越金

款 項 目 事    業    名 補 正 額

Ａ 補正前の予算額 ３５億３，５８７万２千円

Ｂ 補正額 １２０万　   円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ３５億３，７０７万２千円

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

8 1 1 一般被保険者保険税還付金 1,200 1,200

1,200 0 0 0 0 1,200計

特別調整交付金 　200

繰越金 1,000

款 項 目 事    業    名 補 正 額
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境　港　市　　　令 和 ２ 年 度 ９ 月 補 正 予 算

[単位：千円]

【新規】 新型コロナウイルス感染症対策指定避難所環境整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.9 補正額 1,503 503 1,000 0

金額 ■説明 臨時交付金

○県の補助制度を活用し、指定避難所における新型コロナウイルス感染症

　対策に必要な備品を購入する。

◇概要

①ワンタッチパーテーション

　避難者の飛沫感染防止やプライバシー保護のため

②非接触型体温計

　避難者の健康状態の確認のため

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源内訳

　県費　2/3（上限額 1,000千円）

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　1/3

内　　容

備　品
購入費

1,503
ワンタッチパーテーション　50個

非接触型体温計　8個

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

自治防災課

節別内訳

17
備品購入
費

1,503
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生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 1,976 1,482 494

金額 ■説明

○生活困窮者のうち、離職などにより住居の喪失又は喪失の恐れがある者

　について、原則3か月、最大9か月の住居確保給付金を支給するもの。

　新型コロナウイルス感染症対策として、国が給付要件の緩和を実施した

　ことに伴って、増加分を5月補正に計上したが、新型コロナウイルス感染

　症の収束の目途が立っておらず、また受給者から給付期間延長の申し出が

　多い状況であることから、今後不足が見込まれる給付金を補正する。

◇要件緩和

・R2.4. 1～　対象年齢は65歳未満　⇒　撤廃

・R2.4.20～　離職・廃業から2年以内

　　　　　　⇒（対象追加）休業等により収入が減少（フリーランス含む）

・R2.4.30～　ハローワークへの求職申込　⇒　不要

　　　　　　 自立相談支援機関での支援プラン作成　⇒　不要

　　　　　　 自立相談支援機関での面接回数：4回/月　⇒　1回/月

◇相談等の状況（7月末時点）

　　相談：21件 給付決定：8件

◇補正内容

金　額

3,296

1,976

◇財源内訳

　国費　3/4

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課

 受給者8件うち7件が最長（9か月）まで
 受給延長見込

新規受給者の
給付見込額

1,320  新規受給者10件（@44千円×3か月×10件）

計　②

節別内訳

19 扶助費 1,976

内　　　容

予算額 5月補正後　① 1,320
 当初予算　3件（@44千円×3か月×3件）
 5月補正 　7件（@44千円×3か月×7件）

差額（今回補正額）②－①

見込額

既受給者の
給付見込額

1,976
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日曜休日応急診療所管理事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

4.1.1 補正額 2,000 2,000

金額 ■説明

○新型コロナウイルス感染症の影響により、受診者数が激減していることに

　伴い、医業収入の減少が見込まれることから、不足する収入分を補てんす

　る必要があるため、指定管理委託料を増額する。

◇補正内容

項　目 金　額

新型コロナウイルス感染症対策事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

4.1.2 補正額 356 356 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、庁舎や公共施設等で今後

　必要となる物品消毒用の液剤を購入する。

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源内訳

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

委託料 2,000

日曜休日応急診療所指定管理料

　2月～7月実績をもとに、受診件数が例年より

　7割程度減少すると見込む

事業名

健康推進課

節別内訳

12 委託料 2,000

内　　容

10 需用費 356

内　　容

需用費 356
次亜塩素酸ナトリウム

　@4,180円×85箱（18Ｌ入り）

担当課 費　目 項目 事業費

健康推進課

節別内訳
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企業自立支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 425,368 425,368 0

金額 ■説明 元金

○新型コロナウイルス感染症の経済対策として、県と協調して実施する融資

　制度（地域経済変動対策資金）を用いて、市内の中小企業に融資した金融

　機関に対して、融資原資の一部を預託する。

　4月と6月に補正予算を計上したが、予想を上回る融資実行となったため、

　不足が見込まれる貸付金（預託金）を補正する。

◇地域経済変動対策資金

①融資対象者

・最近3か月間の売上高又は販売数量等（以下「売上高等」という。）が前年

　同期の売上高等に比べ5％以上減少している者

・最近1か月間の売上高等が前年同月の売上高等に比べ5％以上減少し、かつ

　その後の2か月間を含む3か月間の売上高等が、前年同期に比べ5％以上減

　少することが見込まれる者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

②資金使途：運転資金、設備資金又は借換資金

③融資限度額：2億8千万円

④融資期間：10年以内（据置5年以内含む）

⑤融資利率：当初5年間は年0.7％、6年目以降は年1.43％（変動利率）

※「売上高15％以上減少の企業」、「売上高5％以上減少の個人事業主」は

　当初5年間は無利子（県と市で利子補給）

⑥保証料：無料（県負担）

◇融資見込

◇預託額

節別内訳

20 貸付金 425,368

実績（4～7月） 今後見込（8月）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

水産商工課

2,429,322 2,854,690 425,368

計

7,624,496 1,450,136 9,074,632

6月補正後予算額 年間必要見込額 差額（今回補正額）
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新型コロナウイルス感染症対策資金利子補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 5,034 2,517 2,517 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高が減少した市内中小企業等

　に対して、県と協調して利子分の補助を実施する。（債務負担行為設定済）

　5月と6月に補正予算を計上したが、予想を上回る融資実行となっている

　ため、不足が見込まれる利子補助金を補正する。

◇補正内容

◇財源内訳

　県費　1/2

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　1/2

◇参考（今後の利子補給見込額）

以下 超

※令和2年5月1日以降から30,000千円以下、さらに6月15日以降からは

　40,000千円以下の融資分は国の補助制度の対象となっている。

　国制度の対象外となる部分は、利率0.7％を県と市で1/2ずつ負担する。

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

6月補正後予算額 年間必要見込額 差額（今回補正額）

負担金補助
及び交付金

19,251 24,285 5,034

水産商工課

節別内訳

18
負担金補
助及び交
付金

5,034

項　目

令和５年度 56,266

県・市令和６年度 65,472

令和７年度 25,670

年　度
見込額 融資額 40,000千円

（県・市分）

令和３年度 43,600
国 県・市令和４年度 43,600

計 234,608
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【新規】 新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金積立金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 105,000 105,000 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高が減少した市内中小企業等

　に対して、県と協調して実施している利子の補助について、令和3年度以降

　に必要となる経費の一部を基金に積立する。

◇概要

・利子を補助する期間は、融資実行日から5年間（60か月）となる。

・このうち融資額4千万円以下について、3年間（36か月）は国の補助制度

　の対象となるが、4年目以降は国の対象外となるため、県と市で0.7％を

　1/2ずつ負担することとなる。

◇補正内容

項　目 金　額

R3年度以降利子補給見込額：234,608

　うち市負担分（1/2）：117,304

※市負担分の9割程度を積み立てる。

　117,304×90％≒105,000

◇財源内訳

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

財政課

節別内訳

24 積立金 105,000

内　　容

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

積立金 105,000
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【新規】 小学校修学旅行取消料負担事業（新型コロナウイルス感染症対策）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.2.2 補正額 141 141 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、修学旅行が中止となった

　場合に発生する児童分のキャンセル料を市が負担する。

　対　象：市内6小学校に通う児童分のキャンセル料

　内　容：宿泊を伴う修学旅行に関するもの

（キャンセルした場合に最低限必要となる金額）

◇補正内容

項　目 金　額

役務費 141

◇財源内訳

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

【新規】 中学校修学旅行取消料負担事業（新型コロナウイルス感染症対策）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.3.2 補正額 463 463 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、宿泊を伴う修学旅行が

　中止となったことで発生したキャンセル料を市が負担する。

　対　象：市内３中学校に通う生徒分のキャンセル料

　内　容：宿泊を伴う修学旅行に関するもの

（キャンセル料の金額確定）

◇補正内容

項　目 金　額

62

61

340

計 463

◇財源内訳

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

教育総務課

節別内訳

11 役務費 141

内　　容

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

節別内訳

11 役務費 463

内　　容

　旅行業務取扱料（282人分）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

役務費

一中（91人分）

　修学旅行取消料等二中（95人分）

三中（95人分）
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小学校保健特別対策事業（新型コロナウイルス感染症対策）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.2.3 補正額 3,268 1,634 1,634

金額 ■説明

○国の2次補正を活用し、学校再開に伴う新型コロナウイルス感染症対策・

　児童の学習保障に必要な備品等を整備する。

　併せて、4月補正で計上した保健衛生用品の購入費について、国の交付

　決定額（1次補正）に合わせて減額する。

◇補正内容

4月補正額 国補助(1次) 差　引 国補助(2次) 9月補正額

① ② ③(②－①) ④ ⑤(③＋④)

3,635 403 ▲ 3,232 1,260 ▲ 1,972

167 167 0 5,240 5,240

3,802 570 ▲ 3,232 6,500 3,268

※国庫補助額

　1次補正　感染症対策のためのマスク等購入事業

 　国庫補助対象額　　570千円（340円×1,675人）

　2次補正　学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業

 　国庫補助対象額　6,500千円

　（小規模校 1,000千円×5校、中規模校 1,500千円×1校）

　　※中浜小学校が中規模校に該当

◇財源内訳

　国費　1/2

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

項　目 内　　容

需用費

国の1次補正対応分
（保健衛生用品）

3,635 403

計

節別内訳

10 需用費 ▲ 1,972

17
備品購入
費

5,240

▲ 3,232 ― ▲ 3,232

国の2次補正対応分
（家庭学習用ドリル、コピー用
紙、ホワイトボードペン、LAN
ケーブル等）

― ― ― 1,260 1,260

合　　計

0

国の2次補正対応分
（大型ディスプレイ、ホワイト
ボード、書画カメラ等）

― ― ― 5,240 5,240

備　品
購入費

国の1次補正対応分
（保健衛生用品）

167 167 0 ―

計
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中学校保健特別対策事業（新型コロナウイルス感染症対策）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.3.3 補正額 1,382 691 691

金額 ■説明

○国の2次補正を活用し、学校再開に伴う新型コロナウイルス感染症対策・

　生徒の学習保障に必要な備品等を整備する。

　併せて、4月補正で計上した保健衛生用品の購入費について、国の交付

　決定額（1次補正）に合わせて減額する。

◇補正内容

4月補正額 国補助(1次) 差　引 国補助(2次) 9月補正額

① ② ③(②－①) ④ ⑤(③＋④)

1,806 188 ▲ 1,618 330 ▲ 1,288

84 84 0 2,670 2,670

1,890 272 ▲ 1,618 3,000 1,382

※国庫補助額

　1次補正　感染症対策のためのマスク等購入事業

 　国庫補助対象額　　272千円（340円×804人）

　2次補正　学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業

 　国庫補助対象額　3,000千円

　　　 　　（小規模校 1,000千円×3校）

◇財源内訳

　国費　1/2

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

項　目 内　　容

需用費

国の1次補正対応分
（保健衛生用品）

1,806 188

計

節別内訳

10 需用費 ▲ 1,288

17
備品購入
費

2,670

▲ 1,618 ― ▲ 1,618

国の2次補正対応分
（コピー用紙、印刷トナー等）

― ― ― 330 330

0

国の2次補正対応分
（電子黒板、ビデオカメラ、プ
ロジェクター、パーテーション
等）

― ― ― 2,670 2,670

備　品
購入費

国の1次補正対応分
（保健衛生用品）

84 84 0 ―

計

合　　計
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◎一般会計補正予算（第５号）②

[単位：千円]

夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.5 補正額 46,539 46,539

金額 ■説明

○定期借地契約の締結による保留地購入費を増額する。

区　分 金　額

10,959

10,918

10,099

14,563

46,539

◇参考

　定期借地権による土地購入実績

防災行政無線システム更新事業

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.9 補正額 1,100 1,050 50

金額 ■説明 戸別受信機貸与料

○今年度、整備工事を進めている防災行政無線システムにおいて、必要と

　なる戸別受信機の整備数が増加したことに伴う増額分を補正する。

◇補正内容（戸別受信機）

単価 台 金額 台 金額 台 金額

22 200 4,400 400 8,800 200 4,400

220 20 4,400 5 1,100 ▲ 15 ▲ 3,300

220 8,800 405 9,900 185 1,100

※希望調査の結果等をもとに、戸別受信機の整備数を確定した。

◇財源内訳

　標準型戸別受信機貸与料

　（整備数400台のうちR2年度申請見込数350台）

　　＠3,000円×350台＝1,050,000円

◇今後のスケジュール

・親局整備　…　令和2年9月下旬～

・屋外拡声子局整備　…　令和2年9月～

・戸別受信機配付　…　令和2年11月～（配付後、受信テスト実施）

※事業完了は令和3年3月下旬

都市整備課

節別内訳

16
公有財産
購入費

46,539

所在地

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

面　積

保留地

29街区１区画 312.30㎡

29街区１区画 311.14㎡

19街区１区画 340.68㎡

29街区１区画 429.84㎡

自治防災課

節別内訳

14
工事請負
費

1,100

項　目

計（4件）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

当初予算 必要見込 差

種　類

標準型

文字表示機能付

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
公　社 4 36,121 3 25,221 2 20,855 0 0 144 1,422,777

保留地 13 128,027 7 68,788 10 101,091 7 77,813 81 852,711

合　計 17 164,148 10 94,009 12 121,946 7 77,813 225 2,275,488

累計
区　分

H29 H30 R1 R2(補正後）
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戸籍事務システム運用事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.3.1 補正額 9,467 9,467 0

金額 ■説明

○国の補助金を活用して、住民基本台帳法及び戸籍法などが改正されたことに

　伴って必要となる戸籍システムの改修を行う。

◇法改正の主な目的

①「戸籍の附票」を個人認証の基盤として活用し、国外転出者の

　マイナンバーカード・公的個人認証（電子証明書）の利用を可能にする。

　→国外転出後もマイナポータルの利用ができる。

②戸籍事務にマイナンバー制度を導入して、戸籍情報を全国の市町村で共有

　する。

　→本籍地以外の市区町村でも戸籍謄抄本の取得ができる。

　→婚姻届提出時やパスポート申請時に、戸籍謄抄本の添付が不要となる。

◇今回の主な改修内容

・戸籍の附票の項目に、住民票コード・生年月日・性別を追加。

・戸籍副本データ管理システムで連携する項目の追加（個人識別符号等）

◇補正内容

項　目 金　額

計 9,467

◇財源内訳

　国費　10/10

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

委託料

5,342

①国外転出者のマイナンバーカード等の利用に対応
　するためのシステム改修費
（システム設計・開発経費、ソフトウェア購入費）

4,125

②戸籍事務へのマイナンバー制度導入に対応する
　ためのシステム改修費
（戸籍副本データ送信に係るシステム改修）

市民課

節別内訳

12 委託料 9,467

内　　容
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社会保障・税番号システム運用事業（住基ネット）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.3.1 補正額 3,542 3,542 0

金額 ■説明

○国の補助金を活用して、住民基本台帳法及び戸籍法などが改正されたことに

　伴って必要となる住民基本台帳システムの改修を行う。

※法改正の目的は、戸籍事務システム運用事業で説明した内容と同じ。

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源内訳

　国費　10/10

【新規】 旅券交付窓口端末機更新事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.3.1 補正額 328 328 0

金額 ■説明

○県補助金を活用して、旅券（パスポート）交付窓口端末機を更新する。

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源内訳

　県費（権限移譲交付金）　10/10

節別内訳

12 委託料 3,542

内　容

委託料 3,542
国外転出者のマイナンバーカード等の利用に対応するた
めのシステム改修費

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

市民課

内　　容

備　品
購入費

328

旅券用交付窓口端末機一式
　パスポートリーダー１台
　操作用端末（ノートパソコン）１台
　表示ＬＣＤモニタ　１台
　アプリケーションソフトウェア　一式

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

市民課

節別内訳

17
備品購入
費

328
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【新規】 強度行動障がい者入居等支援事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 3,768 1,884 1,884

金額 ■説明

○重度の強度行動障がい者に、新たに居住支援を行う事業所の運営に要する

　経費を助成する。

◇補助対象者

・事業者名：（特非）あいぼりぃ

・対象施設：グループホームあいぼりぃ（西伯郡伯耆町）

◇補正内容

金　額

　@314,000円×12月＝3,768,000円

　※1人あたりの上限額314,000円/月

◇財源内訳

　県費　1/2

【新規】 地域密着型サービス拠点整備事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.4 補正額 11,756 11,756 0

金額 ■説明

○介護保険の地域密着型サービスの適正な拠点の整備を推進するため、

　国の交付金を活用し、施設の整備に対して助成する。

◇補助対象者

・事業者名：（福）境港福祉会

・改修施設：グループホーム夕日ヶ丘一番館・二番館

・工　　期：２～３か月

・改修内容：①雨漏りを防ぐための外壁改修

　　　　　　②廊下の段差解消

◇財源内訳

　国費　10/10

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課

負担金補助
及び交付金

3,768
１名分（R2.4～R3.3）12か月

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

節別内訳

18
負担金補
助及び交
付金

3,768

項　目 内　　容

長寿社会課

節別内訳

18
負担金補
助及び交
付金

11,756
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子育て拠点施設環境整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.1 補正額 409 409 0

金額 ■説明 寄附金

○明治安田生命保険相互会社からの寄附金を活用し、子育て拠点施設の環境

　充実を図るため、子育て支援センターに絵本と玩具等を購入する。

◇概要

　以前より行っていた絵本の貸し出しに加え、玩具の貸し出しサービスを

　開始する予定

◇補正内容

金　額

409

◇財源内訳

　寄附金：409千円（明治安田生命相互会社）

　寄附日：令和2年8月5日

事業費

子育て支援課

節別内訳

事業名

10 需用費 409

担当課 費　目 項目

項　目 内　　容

需用費 絵本、玩具等
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公立保育所パソコン更新事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.2 補正額 3,187 1,245 1,942

金額 ■説明

○公立保育所で使用しているパソコンについて、当初はリースでの更新を

　予定していたが、購入費も国費の対象となることが判明したため、購入

　での更新に変更することに伴い、必要となる予算を補正する。

◇補正内容

金　額

▲ 791 パソコンリース料（25台）

パソコン（25台）

ルーター・ハブ、無線AP一式

ウイルスバスターライセンス

3,187

◇経費比較

内　容

PC更新

ICT

計

国

一財①

PCリース

ICT

計

財　源 一財②

PC更新

ICT

計

国

一財

◇財源内訳

　国費（保育所等におけるICT化推進事業）　1/2

　　補助上限500千円／1施設

子育て支援センターパソコン更新事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.1 補正額 809 809

金額 ■説明

○子育て支援センターで使用しているパソコンについて、当初はリースでの

　更新を予定していたが、公立保育園のパソコンの更新に合わせて、購入で

　の更新に変更することに伴い、必要となる予算を補正する。

◇補正内容

金　額

▲ 264 パソコンリース料（8台）

パソコン（8台）

ウイルスバスターライセンス

809

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項　目 内　　容

使用料及び賃借料

備品購入費 3,978

計

子育て支援課

節別内訳

13
使用料及
び賃借料

▲ 791

17
備品購入
費

3,978

5,003

財　源
255 1,500

1,561 3,503

リース（５年） PC購入

初年度
(R2年度)

経　費

791 3,978

1,025 1,025

1,816

財　源
255

2年目以降
(R3～R6)

経　費

3,452 0

2,376 2,376

5,828 2,376

5,828 2,376

子育て支援課

節別内訳

13
使用料及
び賃借料

▲ 264

17
備品購入
費

1,073

1,500

7,389 5,879

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

5年間
(合計)

経　費

4,243 3,978

3,401 3,401

7,644 7,379

項　目 内　　容

使用料及び賃借料

備品購入費 1,073

計
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【新規】 就農応援交付金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

6.1.3 補正額 1,000 666 334

金額 ■説明

○新規就農者に対して、就農後3年間、経営の早期安定を目的に使途を限定

　しない交付金を交付する。

◇対象者

　Ａ（白ねぎ農家、37歳)

　就農日：R2.6.1

　営農面積：36ａ、営農地：中海干拓地

　交付期間：R2.6～R3.3までの100千円/月×10か月

◇財源内訳

　県費 2/3

【新規】 小学校図書整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.2.2 補正額 300 300 0

金額 ■説明 寄附金

○境港ライオンズクラブ認証60周年記念事業の一環としていただいた寄附金

　を活用し、小学校の図書を購入する。

◇補正内容

金　額

300

◇財源内訳 .

　寄附金（境港ライオンズクラブ：300千円）

　寄附日：令和2年6月25日

　用　途：小学校図書備品

【新規】 中学校部活動用品整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.3.2 補正額 150 150 0

金額 ■説明 寄附金

○境港ライオンズクラブ認証60周年記念事業の一環としていただいた寄附金

　を活用し、中学校の部活動用品を購入する。

◇補正内容

金　額

75

150

◇財源内訳

　寄附金（境港ライオンズクラブ：150千円）

　寄附日：令和2年6月25日

　用　途：中学校部活動奨励

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

農政課

項目 事業費

教育総務課

節別内訳

17
備品購入
費

300

節別内訳

18
負担金補
助及び交
付金

1,000

事業名

担当課 費　目

項　目 内　　容

備品購入費 図書備品（50千円×6校）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項　目 内　　容

需用費 75
部活動用具（バドミントンネット、
バスケットボール外）

備品購入費 部活動備品（大型扇風機外）

教育総務課

節別内訳

10 需用費 75

17
備品購入
費

75

計
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体育施設管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.6.2 補正額 3,785 3,785

金額 ■説明

○市民温水プールが改修工事で休館となる期間中の人件費について、指定

　管理者との協議が整ったため、指定管理委託料を補正する。

◇概要

・閉館期間：12月1日～3月31日（4月1日開館予定）

・対象職員：7名

◇補正内容

補正額

3,785

市民体育館トイレ配管改修事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.6.2 補正額 6,449 6,449

金額 ■説明

○市民体育館のトイレ配管等の老朽箇所を改修するため、6月に設計委託料を

　計上しており、このたび改修工事費を補正する。

◇工期（予定）

　10月末～令和3年1月末

◇補正内容

金　額

6,449

生涯学習課

節別内訳

12 委託料 3,785

項　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

生涯学習課

節別内訳

14
工事請負
費

6,449

内　　容

委託料 市民温水プール閉館中人件費

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項　目 内　　容

工事請負費 　トイレ配管・雑排水管改修工事
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◎国民健康保険費特別会計補正予算（第３号）

[単位：千円]

一般被保険者保険税還付金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

8.1.1 補正額 1,200 1,200

金額 特別調整交付金 200

■説明 繰越金 1,000

○資格異動による還付の増加に伴い、不足が見込まれる還付金を増額補正

　する。

◇補正内容

差額

執行済額 今後見込 計 (補正額)

1,589 1,410 1,379 2,789 1,200

※執行済額のうち新型コロナウイルス感染症の影響による減免分

　148千円（特別調整交付金により全額措置）

◎介護保険費特別会計補正予算（第２号）

[単位：千円]

国県負担金補助金等返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

5.1.2 補正額 25,870 25,870

金額 ■説明 繰越金

○令和元年度に交付を受けた国庫負担金等の精算に伴う返還金を補正する。

◇補正内容

返還先 受入額 確定額 返還額

633,866 617,028 16,838

55,010 51,145 3,865

県 27,383 25,176 2,207

支払基金 26,754 23,794 2,960

25,870

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

執行見込

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

市民課

節別内訳

22
償還金利
子及び割
引料

1,200

当初予算

国
介護給付費負担金

地域支援事業交付金

地域支援事業交付金

地域支援事業交付金

返　　還　　金　　合　　計

長寿社会課

節別内訳

22
償還金利
子及び割
引料

25,870

項　　目
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